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入札契約制度にかかる検討状況について



入札契約制度にかかる検討状況について

（１）格付け基準(技術者要件、主観点、その他県特異項目)
及び申請業種等について

（１）等級別発注制度のあり方(発注の規模や金額の区分等)について

検討事項１ 入札参加資格制度のあり方について・・・・・・・Ｐ ３

検討事項２ 発注時の入札参加要件のあり方について・・・・・Ｐ ８

（２）地域保全事業における地域要件のあり方について

（３）地域業者の災害時対応力の強化について

報告 令和６年度 入札契約制度改定後の実施状況について・・・・・Ｐ １７
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検討事項１ 入札参加資格制度のあり方について
（１）格付け基準(①技術者要件、②主観点、③その他県特異項目)及び④申請業種等について

制度の現状

第
一
回
検
討
資
料

▶ 格付基準の多くが、経営事項審査(以下｢経審｣という。)の評価項
目と重複している。

▶ 高齢化の進行(Ｒ４年度現在１級技術者の約３５％が６０才以上)
により、１０年後には大幅に技術者が減少すると見込まれ、現行
の厳格な格付け基準を持続することは困難と予測される。

▶ 資本金や昇級条件(前回の格付け)等他府県に比べ本県としての特
異な項目が多い。

▶ 申請業種数が、県内市町村、国及び他府県と比べて多い。
▶ 多くの業種で発注実績が乏しい。

今
回
追
加

▶ 近年経審のその他審査項目(社会性等)が拡充されたことに伴い、
経審評価項目と主観点項目の重複部分が拡大している。

▶ 専門工種の建設業許可を有するものの、登録業種数に上限(現行６
業種)があるため、当該業種の入札参加資格申請をしていない事業
者が多い。

▶ 国(国土交通省)の格付けは、経審総合評定値(Ｐ点)、工事成績及
び指名停止措置(減点項目)から行われ、技術者要件、主観点及び
その他格付け項目はなく、本県に比べ非常に簡素である。

第１回委員会での委員意見(まとめ)

▶ 本県の格付け基準は、技術者要件があるなど厳格であり、経審の評価
項目等との重複や、本県特有項目があるなど複雑である。申請側にも
審査側にも負担になっており、国では入札参加資格の共同化について
検討が始まっていることから、当該基準については整理すべきである。

▶ 格付けの際の技術者数は必要最小限でよく、現行の技術者要件は削減
すべきである。

▶ 同要件は工事品質確保の客観的な指標であることから、奈良県の入札
参加資格者の技術者数がどう変化してきたか、同要件によりこれら資
格者の等級がダウンしていたかなどの実情を分析したうえで、第一に
個別工事の品質確保をどのように担保するか、また、第二に、建設業
界全体の技術者を増やすことに関するインセンティブがなくなること
に対しどう対応するかの検討が必要である。

▶ 重複項目、奈良県特有項目及び申請業種の整理は必要である。ただし、
それらが複雑になった経緯や設定当初の趣旨・目的を明らかにしたう
えで、現状の実態にそぐわないのであれば見直しを実施するという方
向がよい。

②表彰等(叙勲褒賞等)、③表彰等(県工事表彰)、

 
総
評
定
点

 経営事項審査総合評定値(Ｐ点)

主
観
点

 工事成績

①入札参加停止措置、

④CPDS(土木・舗装)CPD(建築)、

⑰緊急維持業務・雪寒対策業務

信
用
度
等 ⑩協力雇用主登録、 ⑪労働福祉(退職一時金・企業年金両方への加入)、

⑫災害協定(奈良県との災害協定の締結)、⑬災害出動(災害協定に基づく対応)、

＜ 参考 ＞　県格付け基準と経審総合評定値(Ｐ点)の評価項目の比較一覧

⑤暴力団排除、

⑥技術職員数(１級/２級/実務経験者)、

⑦奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業登録、

⑧障害者雇用(法定人数・雇用人数)、⑨保護観察対象者等の雇用、

 資本金額

 技術者要件(技術職員数)

 許可区分(上位等級に特定工事業許可を義務付け)

 昇級条件(前回の格付け)

 その他(H30年以降格付けなしの者は原則最下位等級等)

⑭有形固定資産(工事用機械器具の保有)、 ⑮建設業労働災害防止協会、

⑯資格新規取得(若手/女性/一般)、

赤字 格付け基準と経審評価項目の重複部分

割合 区分詳細 導入時期

Ｘ１ 25% 完成工事高(許可業種別)

自己資本額

平均利益額

経営
状況

Ｙ 20%
①負債抵抗力、②収益性・効率性、
③財務健全性、④絶対的力量 H20

元請完成工事高(許可業種別)

技術職員数(許可業種別〕

H6

H27

R3.4

ワーク・ライフ・
バランスに関する
取組の状況（Ⅲ）

女性活躍推進法に基づく認定(プラチナえるぼし、えるぼし)
・次世代法に基づく認定(プラチナくるみん、くるみん、
　トライくるみん)
・若年雇用促進法に基づく認定(ユースエール)

R5.1

建設業の営業継続の状況

防災協定点数 H18
法令遵守の状況

建設業の経理の状況

研究開発費の状況

建設機械保有点数 H23
国又は国際標準化機構が定めた規格
による登録状況

そ
の
他
審
査
項
目

(

社
会
性
等

)

法定外労働災害補償制度の加入の有無

区分

15%

国、特殊法人等又は地方公共団体との間の防災協定の有無

建設機械を保有またはリース

知識及び技術又は技能の向上に関する取組の状況（Ⅱ）(ＣＰＤＳ・ＣＰＤ関連）

貸借対照表の純資産額合計

項目詳細(※県格付け基準との重複部分のみ抽出)

経
審
総
合
評
定
値

(

Ｐ
点

)

の
内
訳

経営
規模 Ｘ２

不明

不明

若年の技術者及び技能労働者の育成及び確保の状況（Ⅰ）

技術
力

Ｚ 25%

建設工事の担い手の育成及び確保に
関する取組状況

15%Ｗ

R
3
以
降
拡
充

格
付
け
基
準
（

土
木
一
式
、

建
築
一
式
工
事
、

舗
装
工
事
）

表
Ａ
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① 技術者要件(格付け基準)について

検討の方向性

▶ 格付け基準の技術者要件は、経審の評価項目と重複している。技術者数と経審総合評定値(Ｐ点)間には相関関係があるため、
技術者要件を撤廃し、経審総合評定値(Ｐ点)での格付け評価を行っても、ほぼ同様の結果が得られる。

▶ 工事品質の確保について

・個別工事の発注において、当該工事同種の実績を有する主任技術者（一定金額以上は専任の監理技術者）の配置を入札参加
要件として設定し、その内容の適否を確認のうえ、落札者決定を行っており、格付け基準の技術者要件の廃止による影響は
ない。

▶ 技術者確保へのインセンティブについて

・経審における技術者点(技術職員評点)は、全体評定値の２０％(※)を占めていることから、格付け基準(技術者要件)を廃止
したとしても、技術者確保へのインセンティブは一定働く。

※ Ｚ点／全体評定値 ＝ ２５％
Ｚ点 ＝ 技術職員評点×0.8 + 元請完成工事高評点×0.2 ⇒ 技術者評定点／全体評定値＝ ２５％×８０％ ＝ ２０％

技術者要件（格付け基準）については削除する方向で検討

相関関係（経審総合評定値(P点)と技術者数)　令和６年度

（比率）
(Ｂ／Ａ)

(38者) うち900点以上 94.7%

(118者) うち800点以上 95.8%

(342者) うち700点以上 88.9%

(42者) うち800点以上 97.6%

(84者) うち700点以上 82.1%

(139者) うち700点以上 92.1%

(246者) うち600点以上 96.7%

１
級
技
術
者
数
別

資
格
者
数

(69者)

(128者)

(238者)

資格者数Ｂ

（経審Ｐ点）

10人～

5～10人

2～5人

5人～

(36者)

(113者)

(304者)

(41者)

資格者数Ａ

 土木一式

舗装

 建築一式

（業種）
(技術者数)

2～5人

5人～

2～5人

（比率）

(Ｂ／Ａ)

(61者) うち 900点以上 100.0%

(201者) うち 800点以上 98.0%

(701者) うち 700点以上 87.4%

(78者) うち 800点以上 94.9%

(184者) うち 700点以上 94.6%

(216者) うち 700点以上 86.1%

(425者) うち 600点以上 84.9%(361者)

(186者)

(174者)

（経審Ｐ点）

2～5人

舗装
5人～

2～5人

２
級
以
上
技
術
者
数
別

資
格
者
数

（業種）
(技術者数)

資格者数Ａ 資格者数Ｂ

 土木一式

10人～ (61者)

5～10人 (197者)

2～5人 (613者)

 建築一式
5人～ (74者)
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② 主観点項目
検討の方向性

(ⅰ) 経審の評価項目と趣旨が重複する項目は全て削除する方向で検討

(ⅱ) 上記削除後もなお残る項目についても、それらが設けられた趣旨・目的や以下の検討課題に留意しつつ、他制度の活用も含めて削除の方策を検討

〇 入札参加申請手続きの共同化を念頭に、申請項目の簡素化を図る（共同化後の独自項目を極力減らす観点）から、可能な限り簡素化する。

（ⅰ） 項目 今後の検討方向

 ④CPDS(土木、舗装)、CPD(建築)

 ⑥技術職員数(１級、２級、実務経験者)

 ⑦奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業登録

 ⑪労働福祉（退職一時金、企業年金の両方への加入）

 ⑫災害協定（奈良県との災害協定の締結）

 ⑬災害出動（災害協定に基づく対応）

 ⑭有形固定資産（工事用機械器具の保有）

 ⑮建設業労働災害防止協会への加入

 ⑯資格新規取得（若手・女性・一般）

経
審
重
複
項
目

全て削除の方向で検討

ただし、⑦については、公
契約条例及び同施行規
則において、社会的な評
価の勘案基準に位置付
けられているため、当該
基準の改正の検討が必
要

（ⅱ） 項目 削除に向けた検討課題

 ①入札参加停止措置
入札参加停止対象者を
減点評価

 ②表彰等（叙勲褒賞等） 業界への貢献者を評価

 ③表彰等（県工事表彰） 県工事成績優秀者を評価

 ⑤暴力団排除 暴力団対策の推進

 ⑧障害者雇用（法定人数・雇用人数）

 ⑨保護観察対象者等の雇用

 ⑩協力雇用主登録

 ⑰緊急維持業務・雪寒対策業務
地域貢献度の高い左記
業務従事業者を評価

公契約条例及び同施行規
則において、社会的な評価
の勘案基準に位置付け

別制度での対応が
可能か検討

ただし、⑧⑨⑩に
ついては、公契約

条例の社会的な評
価の勘案基準の改
正の検討が必要

設定時の趣旨・目的

経
審
重
複
項
目
削
除

後
も
な
お
残
る
項
目

赤字  奈良県公契約条例における社会的価値の勘案基準項目

＜参考＞ 奈良県公契約条例(平成26年7月奈良県条例第11号)

目的

基本方針 (１) 社会的価値の評価

・奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業登録
・障害者雇用(法定人数・雇用人数)
・保護観祭対象者等の雇用、協力雇用主登録

公契約について、その基本理念、基本方針その他の基本となる事項を定めるとともに、県並びに受注者及
び下請負者等の責務を明らかにすることにより、適正な労働条件の確保その他の社会的価値の実現及び
向上を図り、もって地域経済の健全な発展及び県民の福祉の増進に寄与することを目的とする。

公契約の相手方の選定にあたっては、適正な労働条件の確保その他の社会的価値の実現及び向
上に対する寄与の程度を勘案すること。

現行格付け基準に
おける該当項目

5
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・現在は、一般競争入札が主で、指名競争入札は一定金額以下に限り実施しているが、その業者選定は、全国的な実績データベー
ス(工事：コリンズ、業務：テクリス)により、本県入札参加資格者のうち当該工事(業務)同類の実績を有する者を選定している。

・申請業種は高度成長期に特殊な工事(業務)を中心に大幅に増えたが、当時は指名競争入札が主流で(一般競争入札の導入は平成７
年度以降)、コリンズやテクリスもなく、指名業者を選定するため、工事や業務の詳細な分類ごとに業者登録を行う必要があった。
その後、前記のとおり必要性が失われたものの、見直しされず現在に至っている。

③ その他本県特異項目
検討の方向性 削除(全部)の方向で検討

④ 申請業種
検討の方向性 県と県内市町村の入札参加申請制度共同化に向け、県内市町村の大勢(建設業許可２９業種)に合わせる方向で検討

・建設工事においては、現状、各事業者間の受注機会均等化を図る観点から、登録業種数に上限(県内本店６業種、県外本店３業種)を設
けているが、このため、専門工種では、当該業種の建設業許可を有する県内事業者であっても、発注の多い土木一式、舗装等の業種を
優先して登録申請することが多く、当該専門工種の県内入札参加資格申請者が少ない傾向がある。

・災害発生時に重要となる工種であっても県外事業者に発注せざるを得ない場合も多く、県外からの道路途絶等の懸念から緊急時の発注
に支障が生じることが想定されることから、これら専門工種の育成は重要な課題であり、登録業種の上限数の撤廃が必要である。

⑤ 登録業種の上限数

専門工種を有する県内事業者育成の観点から、撤廃の方向で検討検討の方向性

6

趣旨目的 検討の方向
項 目

昇級条件(前回の格付け)
3団体(6.4%)

資本金
3団体(6.4%)

特定建設業許可
13団体(27.7%)

新規申請時には最下位等級に格付け、その後１ランクずつの
昇級しか認めないものであるが、設定当初の趣旨目的は不明

新規参入の障壁となることから、本項目は削除の方向で
検討する。

建設業法上、元請けが一定金額以上の下請発注をするには
特定建設業許可が必要であることに対応し、上位等級に義務付け

格付業種以外では、一定金額以上の工事において、個別の
入札参加要件として、「特定建設業許可」設定することで
対応している。格付業種でも同様の方向で検討する。

経営規模を評価
経営事項審査の評価項目中の「経営規模(Ｘ２)」により
評価が可能であり、本項目は削除の方向で検討する。

※下段：全国都道府県設定状況



（参考）入札参加資格申請手続きの共同化並びに申請項目・添付書類の標準化(簡素化)について

制度の現状

第
一
回
検
討
資
料

▶ 令和６年度、国(総務省)においては、各自治体の入札
参加資格申請手続きの共同化の検討を開始。本年度内
に、システム化を視野に物品役務について方針をまと
める方向（建設工事又は測量・建設コンサルに係る申
請項目等については、来年度以降、同様の検討を進め
る予定）

▶ 国や他府県に比べ、申請に必要な添付書類が多く、手
続きが煩雑（審査の事務負担も大きい。）

今
回
追
加

▶ 県としては、前記国の動きに先立ち、令和５年度より、
県及び県内市町村の入札参加資格申請手続きの共同化
について、物品役務・建設工事双方で、県内市町村と
のワーキングを通じた検討を実施してきたところ。同
作業により、格付け基準や申請業種を除き、申請項目
及び添付書類について、前記共同化に向けた標準化(簡
素化)の検討を終えている。

第１回委員会での委員意見(まとめ)

▶ 国の共同化の検討が進んでいる。こうした状況に
あわせて、整理するのが基本方針。それにより、
申請側が技術者の人数や厳格性、多くの項目への
資料作成の負担やさらには複数の自治体にバラバ
ラに申請する負担が軽減される。

▶ 書類の軽減については良い。

⑥ 申請項目及びその他の添付書類
入札参加資格申請の共同化を見据え、可能な限り簡素化する方向で検討検討の方向性

【今後の検討の方向性】

①～⑥の方向性に従い検討を進め、全体的なバランスや影響を考慮しつつ制度設計・運用を行う。
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検討事項２ 発注時の入札参加要件のあり方について

（１）等級別発注制度のあり方(発注の規模や金額の区分等)について

制度の現状

第
一
回
検
討
資
料

▶ 発注基準の基本的な考え方(２つのカテゴリ) 

・上位等級(Ａ１・Ａ・Ｂ)及び中位等級(Ｃ)
⇒ 規模が大きく施工に高度な技術が必要な高価格帯の工事を担うこと

から、技術と経営に優れた企業を育成すべく、厳格な技術者要件を
設定してきたが、団塊の世代の退職や高齢化の進行など、１０年後
には、技術者が大幅に減少し、当該要件の継続は困難と見込まれる。

・下位等級(Ｄ及び除草)
⇒ 担任する低価格帯の工事や除草工事は、高度な技術を必要としな

いが、当該等級の事業者数は多く、地域の経済(雇用)の支え手で
あることから、その受注機会に配慮することは重要

▶ 資材価格の高騰

・ 最新の建設工事デフレーターで見ると、基準年を２０１５年(平成２７
年)として、２２．５％上昇している。

第１回委員会での委員意見(まとめ)

▶ 発注基準においては、金額が平成２８年から変
わっていない。工事原価は人件費や資材単価が上
がっていると考えられるので、金額区分について
も検討の余地がある。ただし、予算の上限もある
ことから併せて検討が必要である。

▶ 技術者については、特定の技術者を配置できるか、
兼任が可能かどうかを発注時の入札参加要件とし
て設定し、確認する必要がある。格付けにおいて
は、技術者要件を緩和し、発注時の個別の入札参
加要件として総合評価でしっかり技術者要件を評
価する方法もある。

① 発注規模や金額の区分等

② 等級混合の発注枠 試行であることを踏まえ、解消も含めて検討

予算の上限があることも踏まえ今後検討（格付け基準の簡素化にかかる影響も考慮）

検討の方向性

（試行開始時の理由）
Ｈ２３年紀伊半島大水害による発注増に伴う不調不落及びＡ級１０者未満の事務所が存在

8



＜ 参考 ＞ 発注基準の推移 （土木一式工事及び舗装工事 Ｈ１５～Ｒ６年度）

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２～６

舗
装
工
事

土
木
一
式
工
事

年度

Ａ
5千万円

2千万円
Ａ＆Ｂ混合枠(Ｈ２６～)

1千万円

Ｂ8百万円

3百万円
Ｃ

Ｃ8百万円

Ｄ～Ｅ
5百万円

Ｄ
250万円

Ｅ

8千万円
Ａ

5千万円

Ｂ
～

Ｆ

Ｂ
Ａ Ａ＆Ｂ混合枠（Ｈ２５～）

Ａ１＆Ａ

3千万円

2千万円

Ｃ～Ｅ

Ｂ＆Ｃ混合枠（Ｈ２６～）
15百万円

ＷＴＯ
ＷＴＯ基準額

Ａ＆
県内
営業所

Ａ１＆県内営業所9.0億円

7.0億円

Ａ１5.0億円

Ａ

3.0億円

1.5億円

1.0億円

・

・

※

②舗装の設計金額１千万円以上２千万円
  未満の区分にＡＢ等級混合枠

(理由)

競争性の確保(Ｈ２４年度から３土木事務所
管内でＡ等級が１０者未満)

不調不落の防止(紀伊半島大水害(Ｈ２３年度)
の復旧復興事業の発注件数の増加に伴い、
当該枠で不調・不落件数が増加)

Ｈ２６以降、以下①②の混合枠を設定

①土木一式の設計金額１５００万円以上
  ２千万円未満の区分にＢＣ等級混合枠

Ｈ２５：Ｈ２４設定の土木一式のＡ単独
　　　　枠(３千万円以上５千万円未満)
　　　　をＡＢ混合枠に移行
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（２）地域保全事業における地域要件のあり方について

制度の現状

第
一
回
検
討
資
料

▶ 地域の建設企業が、災害対応、除雪といった地域を維持する役割を担うなど、「地
域の守り手」として重要な存在であるとの認識のもと、官公需法の趣旨も踏まえ、
適切に地域要件を設定し、地域企業の受注機会に配慮

▶ 特に山間地域において、災害時等に緊急対応が出来る地元業者を育成することが必
要と考えている。災害時等においては、民家の裏山等の民地や民有林においても工
事を行う必要があり、即応性や機動性に加え、現場の地理や周辺住民の生活状況等
に詳しいことが適切な施工の鍵となる右記４事業について、入札参加資格を、概ね
１０者程度の競争を確保しつつ、原則市町村域とする地域保全事業を平成２２年１
月４日以降の公告及び指名通知から導入している。

今
回
追
加

▶ 地域保全事業については、土木事務所管内ごとに、工事箇所のある市町村又は周辺
市町村において、概ね１０者程度の競争を確保し発注されている。

▶ Ｈ２６～Ｒ５において、急傾斜地崩壊対策事業(1.5億円未満)、災害復旧・災害防
除(３千万円未満)の価格帯で、偏りなく発注されている。

▶ 契約者の等級をみても、予定価格の価格帯に応じ、Ａ１からＤまで、偏りなく契約
している。

▶ 競争入札において、年間受注回数別の状況は、年間５回以下の受注にとどまってお
り、特定事業者への受注の偏りは見られない。

▶ 入札参加資格者の分布状況(令和６年度)をみると、当該市町村のみでは、有資格者
が概ね１０者未満の市町村が一定数存在し、周辺市町村を含めてもなお有資格者が
概ね１０者未満の市町村が残る。

第１回委員会での委員意見(まとめ)

▶ 地域の建設業者には、災害時に迅速に対
応いただく必要があるため、その対応力
を強化したいところであり、そのような
地域の守り手を確保する観点から、地域
要件の趣旨に賛同する。

▶ ただし、当該要件が入札参加への動機付
けとしてどの程度の影響があるか、災害
発生時に即応的に対応していただく土木
一式の事業者が山間地域にどれくらい存
在しているか、競争が保たれているか、
及び、特定事業者だけ受注機会が増えて
いないか等を調べる必要もある。

＜地域保全事業＞

事業名 設計金額 地域要件

災害復旧事業

災害防除事業

急傾斜地崩壊
対策事業

治山事業

３千万円
未満

1.5億円
未満

工事箇所の
ある市町村
又は周辺市
町村に本店
を置く者

競争性に留意しつつ、引き続き地域要件の運用を継続する。

▶ 地域保全事業の発注状況及び契約状況については、価格帯に偏りはなく、特定事業者への受注の集中もない。
また、周辺市町村の有資格者を含めることで概ね適正な競争が確保されている。

検討の方向性
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令和5年12月23日、下北山村で崩土が発生。
被災翌日には小規模維持修繕の業者である地元企業が

土砂の撤去作業を開始。

下北山村の崩土
令和6年1月1日、能登半島地方でＭ7.6の地震が発生。
発災直後、近隣府県からの応援には相当な移動時間を要

する中、地元建設業者が道路啓開等の緊急工事や救援物
資の調達・輸送に従事し、能登地域の復旧に向けて奮闘。

能登半島地震

11

〇近年の災害

（３）地域業者の災害時対応力の強化について

〇起こりうる災害
南海トラフ地震

令和６年８月８日、日向灘沖のプレート境界を震源とする
M７．１の地震が発生。
気象庁は、平成２９年１１月の運用開始以降はじめての

「南海トラフ地震臨時情報」を発表。

直近の事例

・政府の中央防災会議は、南海トラフ地震が発生し
た際の被害想定を実施。静岡県から宮崎県にかけて
の一部では震度７となる可能性があるほか、それに
隣接する周辺の広い地域では震度６強から６弱の強
い揺れになると想定されています。

-気象庁HP 南海トラフ地震で想定される震度や津波の高さ-より一部抜粋
（https://www.data.jma.go.jp/eqev/data/nteq/assumption.html）

南海トラフ巨大地震の震度分布（強震動生成域を陸側寄りに設定した場合）

・大規模災害時では近隣府県等からの応援（初期対応）は期待できない。
→県内建設業の「災害時対応力」が重要となる
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〇災害時の初期対応（道路）

土
工

舗
装
工

土砂で道路が寸断 バックホウによる土砂撤去 道路通行止めの解除

道路舗装が被災 道路通行止めの解除アスファルト合材の敷設

-国土交通省 令和6年能登半島地震における被害と対応 令和6年10月- より写真抜粋

法
面
工

（
吹
付
・法
枠
）

土砂崩れ（法面崩壊）が発生 専用機材でモルタルを吹付 法面保護（風化防止）完了
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・下請企業の３９％が県外であり、法面工では県外企業への依存が特に顕著（94％）

【調査対象】令和５年度に竣工した、請負金額3千万円以上の土木、1千万以上の舗装工事

土木

35/126

(28%)
舗装

17/77(22%)

舗装

60/77

(78%)

土木

91/126

(72%)

県内下請のみ

52工事

(26%)

県外下請あり

151工事

(74%)

合計
203工事

県内企業での施工

・２０３工事のうち県内企業のみでの竣工
は、５２工事（２６％）
うち、自社施工（下請なし）は土木で
4工事のみ

・203工事に対し下請企業は1,0３4者
（重複あり）
うち、63５者（６１％)が県内企業
（ひとり親方（県内）１９者を含む）

吹付

3者

(5%) アンカー

1者

(1%)

吹付

26者

(40%)

アンカー

35者

(54%)

県内

4者

(6%)

県外

61者

(94%)

・法面工種（吹付・アンカー）の下請企業
は６５者（重複あり）
うち、県内企業は４者（重複あり）のみ

延べ
６５者

〇県内企業の状況

下請企業の所在 法面工における下請企業の所在

・下請企業延べ１，０３４者のうち、重複企業を除くと４６１者
・県内の全下請企業延べ６３５者のうち、重複企業を除くと２５７者
・法面工種の下請企業延べ６５者のうち、重複企業を除くと３１者、うち県内企業は３者

土工全般

210/260

(81%)

舗装

173/269

(64%)

その他

252/505

(50%)

その他

253/505

(50%)

舗装

96/269

(36%)

土工全般

50/260

(19%)

県内

635

61%

県外

399

39%
延べ

1,0３４者



主体 現状の取組 取組の詳細

・発注基準
（入札参加資格において

地域要件を設定）

・災害復旧工事等において、地域要件（工事箇所の
ある市町村又は周辺市町村に本店を置く者）設定
（設計金額３千万円未満）

・総合評価落札方式
（地域防災力強化型）
の実施

・下請企業を県内企業と
する取組

・下請契約には県内企業を選定するように努める
ことを求め、県外企業と下請契約を行う場合は、
その理由を付した書面を提出する
（設計金額９～2７．２億円）

発注者（県）

県
内
の
建
設
産
業
あ
あ

あ
あ

元請企業

工事
発注

14

・「自社施工、下請企業の育成」等の災害時対応力の強化に関するさらなる取組を実施

○「災害時対応力」に関する現状の取組

下
請
（
県
内
）

下
請
（
県
外
）

作業
分担

地域防災力強化型
評価項目 評価内容

建設機械の保有状況 バックホウ、ダンプトラック等の保有状況

従業員の雇用人数 正規雇用の従業員数



○県内企業の育成・災害時対応力の強化について

下請企業（県外）への依存、災害対応のできる県内建設企業の不足

県民の安全・安心を守るため、 「人や機械を有する自社施工能力の高い企業」や
「地域の守り手（地域全体で施工能力を確保）」の育成・確保が必要

①自社施工（自社保有の建設機械と自社雇用の技能労働者）する意思と能力を有する企業
②下請企業を含めて、地域全体として施工能力を向上させる取組を実施する企業
③災害時等に必要となる工種（法面工等）の施工能力（技術力、建設機械）を有する企業

【求める建設企業】の育成・存続を促す入札契約制度改定等

15

課題

方針

【求める建設企業】

取組の方向性



２． 「県内企業のみ工事実施」を、総合評価において加点
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・日頃から自社施工能力の向上および県内企業を積極活用を優位に評価することで、
地域全体として技術力、災害時対応力の向上を図る

○他の都道府県での取組事例について

・「自社施工や県内下請企業の活用」を優位に評価（兵庫、福井、三重、山口、愛媛 等）

３．「専門工種に要する人材や建設機械の保有等」を、総合評価において加点

・「法面工や舗装工に関する建設機械の保有、資格を有する自社雇用技能者の配置」を優位に
評価（愛媛、高知、佐賀 等）

・専門性の高い工種について、県内企業の迅速な対応力を向上を図るため、専門工種
に対する技術力向上、建設機械保有等を優位に評価

１．「専門工種（法面工、舗装工）の入札参加資格」において条件を設定

・県内で専門工種の施工可能な企業を確保・育成し、災害時対応力の向上図る

・「専門工種の自社施工や、資格を有する自社雇用技能者の配置」を入札参加資格の条件と
する（岩手、福井、鳥取 等）
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奈良県総合評価落札方式等の実施状況
【令和６年度 １０月末時点の実績】

検討事項３ 令和６年度 入札契約制度改定後の実施状況



333

274 284

246 249
266

328
352 355

264

30

57

133

0

50

100

150

200

250

300

350

400

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6.10

総合評価落札方式の実施件数［経年の推移］

総合評価落札方式の年度毎の実施件数 【件数シェア（令和6年6月～10月）】

技術提案評価型
10件（8.2%)

１２２件開札済み

･･･企業・技術者評価型

企業・技術者評価型
112件（91.8%）

321

163

･･･技術提案評価型
R6.6以降の公告工事より
「技術提案評価型」中心から「企業・技術者評価型」
中心へ制度を変更

※ 件数は 県土マネジメント部以外の部局を含む
※ Ｒ６年度は１０月末迄の開札済み件数

土木 ：８件
鋼橋 ：１件
下水道設備：１件

Ｒ５より１～２千万円の価格帯の舗装工事で「企業・技術者評価型」を実施
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第３．１． 総合評札方式の実施状況



平均落札率・平均調査基準価格率
（県土マネジメント部、土木一式、３千万円以上） （県土マネジメント部、舗装、１千万円以上）

19

第３．２． 落札率・入札率の状況

（参考）
平均落札率＝各工事の「落札価格／予定価格」を平均したもの
平均調査基準価格率＝各工事の「低入札調査基準価格／予定価格」を平均したもの
※ 入札率には辞退、無効を除き、失格（予定価格超過、低入札で辞退等）を含む。
※ Ｒ６年度は６月以降に公告し、１０月末迄に開札した工事が対象
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（１）落札者の受注回数

受注件数
Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６.１０

受注者 割合 受注者 割合 受注者 割合

１件 ４６者 （５２％） ４０者 （５６％） ３６者 （６９％）

２件 ２８者 （３１％） １７者 （２４％） １２者 （２３％）

３件 ８者 （ ９％） １０者 （１４％） ４者 （ ８％）

４件 ３者 （ ３％） １者 （ １％）

５件 ２者 （ ２％） ２者 （ ３％）

６件 １者 （ １％） １者 （ １％）

７件 １者 （ １％）

合計 ８９者 （１００％） ７１者 （１００％） ５２者 （１００％）

【県土マネジメント部、土木一式､３千万円以上の発注工事】

※ ＪＶ契約の場合は構成員毎で計上
※ Ｒ６年度は６月以降に公告し、１０月末迄に開札した工事が対象

1件

52%
2件

32%

3件

9%

4件

3%

5件

2%

6件

1% 7件

1%

令和４年度

1件

56%2件

24%

3件

14%

4件

2%

5件

3%

6件

1%

令和５年度

1件

69%

2件

23%

3件

8%

令和６年１０月
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第３．３． 総合評価の状況



Ｒ５年度 Ｒ６年度

5 4

延べ入札参加者数
（１件あたり）

62
（12.4）

55
（13.8）

総合評価初参加者数（土木）
（１件あたり）

2
（0.4)

7
（1.8)

　年度

　工事件数

参
加
状
況

（２）企業チャレンジ評価型の受注状況［土木一式］
（県発注工事への新規参入企業など施工実績に乏しい企業の受注機会の拡大を目的とした型式）

※ 初参加とは、過去５年間に総合評価（３千万円以上、土木一式）への参加が無い
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■令和６年度実施内容■実施結果
３千万～１億円の価格帯の土木一式工事で実施① 参加・落札状況

② 落札企業の過去の受注状況
［受注工事量の評価内容］

評価対象期間の受注件数０件 ３点
評価対象期間の受注件数１件 ２点
評価対象期間の受注件数２件 １点
評価対象期間の受注件数３件以上 ０点

※Ｒ６年度の評価対象期間
Ｒ５年６月１日から当該工事の公告日前日まで

※ Ｒ６年度は６月以降１０月末迄の件数

配点

国・市町村の施工実績　　［新規項目］
（土木一式工事）

1

ＩＳＯ認証取得 0.5

有資格者の配置　　　　　　［新規項目］
（１級土木施工管理技士や技術士等）

1

本店の所在地 2

災害協定の締結 1

受注工事量　　　　　　　　　［変更項目］
（前年の6/1～公告日の前日まで）

3

8.5

企
業
の
施
工
実
績
等

合計

評価項目

工事名 企業名 直近の受注状況

工事① Ａ者 Ｒ３年度受注あり

工事② Ｂ者 Ｒ２年度受注あり

工事③ Ｃ者 Ｒ１年度受注あり

工事④ Ｄ者 Ｒ２年度受注あり

第３．３． 総合評価の状況
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R6年6月以降の公告工事より、総合評価落札方式を採用する工事は、低入札価格調査基準
価格を事後公表へ移行

【工事件数（１０月末時点）】
開札件数 １２２件
低入札発生件数 ９１件（７５％）
低入札調査実施件数 ７件（ ８％）

【入札応札者数（１０月末時点）】
入札応札者数 １,０２２者
低価格入札者数 ２９０者（２８％）
うち辞退者数 ２７９者（９７％）
低入札価格調査資料提出者数 １１者（ ４％）

うち低入札価格調査者数 ９者
失格者数 ９者

※調査は、評価値１位の者のみを実施

【参考】R5年度の実施状況
工事件数 ３２１件
低入札発生件数 １件
低入札調査実施件数 １件

入札応札者数 ３,００６者
低価格入札者数 １者
失格者数 １者

（１）実施状況

第３．４． 低入札価格調査の実施状況について

※ 件数は、６月以降に公告し、１０月末迄に開札した工事が対象



今
回
の
改
定
に
よ
り
、再
積
算
期
間
（
約
３
日
間
）
を
設
け
た
た
め
、

配
置
技
術
者
の
拘
束
期
間
が
長
く
な
っ
て
い
る
。
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低入札価格調査を実施しない場合：約７日
入札公告

開札

事後審査提出

落札者決定（契約）

入札書提出

参加申込

総合評価落札方式（企業・技術者評価型）
のスケジュール

低入札調査

公
告
日
の
翌
日
か
ら
開
札
日
ま
で
約
18
日

開
札
日
か
ら
契
約
ま
で
約
７
日

開札～契約までの期間

低入札価格調査を実施する場合 ：約１８日

課題

・契約までに時間を要し、予定工期が確保出来ない
・低入札価格調査で失格となった場合、次順位の企業

の技術者が他の現場に既に配置され、候補者がいない
（不調の恐れあり）

【６月以降の状況】

※R5年度の実績：約5.5日

※最長：26日、最短：１３日
最長：「竜田川 矢板護岸工事」

低価格入札者３者の調査実施

※日数は、土日祝日除く
（開庁日カウント）

（２）課題

第３．４． 低入札価格調査の実施状況について


